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ご 挨 拶

拝啓　新春の候　貴社・貴団体ますますご清栄の段お慶び

申し上げます。平素より格別のご高配を賜り，誠にありがと

うございます。

本学は，「他者との共生のなかで，輝く『個』の確立」を教

育目標として据え，学生達がそれぞれに適した進路を見出し，

有為な人材として社会に貢献できることを目指しております。

２０１０年３月に卒業・修了する多数の学生も，現在，その

進路を定めようとしております。本学は，学生の就職問題につき学生各人の希望が実現する

よう，２００６年度より設置した「就職・キャリア形成支援センター」を中心に就職支援体

制を強化しております。

本学は，創立後１２８年の歴史の中で，それぞれの時代が求める人材を育成するため，教

育・研究活動を展開してまいりました。昨今，わが国の社会や企業のグローバル化が一段と

すすみ，激変の時代を迎えていますが，本学は，いかなる難関に遭遇しても「前」へ歩む勇

気をもちうる人材の育成に積極的に取り組んでおります。加えて各学部および大学院も，学

部等独自の就職サポートや各資格取得のためのカリキュラムの設置など，教育改革をすすめ

ております。

私は，本学卒業生が貴社・貴団体の有為な人材としてご期待に添うものと確信いたしてお

ります。つきましては，新たな社員・職員のご採用に際しましては，格別のご配慮を賜りた

くお願い申し上げて，私の挨拶とさせていただきます。

敬具

２００９年１月

納 谷 黄 美

明治大学
学　　長
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明治大学の歴史は，１８８１（明治１４）年１月，近代国家として必要な法学思想の普及を目的とした

明治法律学校の開校に始まります。

その建学の精神は，校歌の一節にもあるように，「権利自由」,「独立自治」です。これは，創立当時が

自由民権運動の揺籃期であったことと密接な関係があります。

この建学の精神が，長い年月をかけて多くの人々によって受け継がれ，本学の校風を醸し出し，その校

風の中で学び育った有為な人材を世に輩出してきました。

本学の学生は，①人や情報が多く集まる都心のキャンパスで多くの社会的な刺激を受ける機会に恵まれ，

②国内外から集まる多くの学生は，ゼミナールやサークル活動を通じて豊かな人格形成とネットワーク構

築ができ，③学生同士の横のつながりだけでなく，社会で活躍する卒業生との縦のつながりにも強みを発

揮する，というような環境の中で有意義な学生生活を送っています。そして，様々な学生時代の経験を通

じて，何事にも失敗を恐れずチャレンジする積極性や問題解決能力を身に付け，社会に巣立ってゆきます。

今後は，高度情報化社会に対応すべく，教育・研究環境の一層の充実に力を注ぎ，次世代にこの歴史と

伝統を継承していくとともに，更に国際社会の発展に寄与する人材を育成してゆきます。

明治大学の沿革と人材育成

学校法人明治大学組織図

法科大学院 

 

明

治

大
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法科大学院 法務研究科 

インキュベーション 
センター 

知的資産センター 

社会科学 
研究所 

人文科学 
研究所 

科学技術 
研究所 

学　　部 

大　学　院 

専 門 職 
大 学 院 

情報基盤 
本部 

図　書　館 

博　物　館 

国際交流 
センター 

心理臨床 
センター 

国家試験 
指導センター 

教育開発・ 
支援センター 

工作工場 

農　場 

大学史資料 
センター 

研究・知財 
戦略機構 

法学研究科 

商学研究科 

政治経済学研究科 

経営学研究科 

文学研究科 

理工学研究科 

農学研究科 

情報コミュニケーション 
研究科 

教養デザイン研究科 

法　学　部 

商　学　部 

政治経済学部 

文　学　部 

理工学部 

農　学　部 

経営学部 

情報 
コミュニケーション学部 

国際日本学部 

社会連携促進知財本部 

研究企画推進 
本部 

会計専門職研究科（会計大学院） 

グローバル・ビジネス研究科（ビジネススクール） 

ガバナンス研究科（公共政策大学院） 

基盤研究 
部門 
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1 教育理念
「権利・自由」，「独立・自治」が明治大学の設立の趣旨であり，また建学の精神でありますが，法学部

の教育理念は，明治大学の建学の精神を，「法」を教授することを通じて養成していくことにあります。具

体的には，法律学に関する専門的な能力を開発することで，物事を的確に判断する力，柔軟な思考力，運

用能力を養成するとともに，現在の国際化・情報化された人類社会に貢献することのできる人間性豊かな

人格を育成することです。言い換えれば，人間性と国際性に裏打ちされたリーガルマインド，法の精神を

養うことです。

2 カリキュラムの概要
本学部では，科目群制とコース制を採用しています。
科目群は，法律関係科目を基礎的な科目群と，専門的・応用的な科目群に分けています。

専門科目では，民法や刑法などの分野から１つを選択し，ゼミナール教育のなかで，「研究すること」・

「発表すること」・「討論すること」を繰り返すことで応用力を身につけます。

コース制は，「ビジネスローコース」「国際関係法コース」「法と情報コース」「公共法務コース」「法曹コ
ース」の５コースが設けられ，学生はこれらの中から自分の学習目標や将来の進路に合わせて選択するこ
とができます。

3 業種別就職状況（2008年3月卒業者）

1 教育理念
「権利・自由」「独立・自治」の建学の精神，および「学理実際兼ね通ずる人材の養成」という学部創設

当時からの教育理念を継承しつつ，その現代的先端を開拓し教授するというこれまでの教育理念に，専門

と教養の二つの『知の融合』を通じて，学生の内面に新たな価値観，人間観，世界観を『創生』するとい

う新たな理念を加えて，グローバル化した経済社会において活躍できる人材を育成します。

2 カリキュラムの概要
本学部では「総合的市場科学」の視点から，企業の市場活動を多面的な角度から捉える７コース（アプ

ライド・エコノミクスコース，マーケティングコース，ファイナンス＆インシュアランスコース，グロー
バル・ビジネスコース，マネジメントコース，アカウンティングコース，クリエイティブ・ビジネスコー
ス）を配置し，商学の先端的分野の理論的・実証的成果を教授し，グローバル化時代特有の市場現象に対
して的確な分析ができる人材の育成につとめています。

伝統的な少人数教育（ゼミナール）では，演習教育のダブル・コア化（商学専門と総合学際の２系統の
演習の３年間同時履修）を中核とし，商学の専門知識と深い教養知識とを内面的に融合させ，多様な場面

で優れた判断力，理解力，知力を発揮できる能力を涵養するよう，より深い学問の場を提供しています。

また，多言語４年間一貫教育を通じて，国際社会で積極的に発信できる能力を養成し，総合的判断力を備
えた国際的人材の育成を目指しています。

3 業種別就職状況（2008年3月卒業者）

グローバル化した経済社会において活躍できる人材の育成 商学部 

人間性と国際性に裏打ちされたリーガル・マインドの育成 法学部 

学部・大学院の紹介および業種別就職状況

2008.3.31現在 

金融業  33.6％ 製造業  14.6％ 

運輸・旅行・広告・観光・サービス業  14.9％ 商事・卸・小売業  8.8％ 

建設業・不動産業  5.3％ 新聞・出版・放送・情報・通信業  10.4％ 

教育・公務  12.4％ 

2008.3.31現在 

金融業  29.7％ 製造業  22.2％ 

運輸・旅行・広告・観光・サービス業  14.9％ 商事・卸・小売業  13.5％ 

新聞・出版・放送・情報・通信業  10.1％ 

建設業・不動産業  6.2％ 農林水産業・鉱業  0.1％ 

教育・公務  3.3％ 
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1 教育理念
本学部の教育理念は，「政治の原理を攻究し，経済の基礎を研鑽して，両々相俟って，政治の改造，経済

の改革に資する」ために「社会の実相を材料として学理の研究を試みん」とされています。言い換えれば，

人間の根源に関わる政治と経済についての，歴史と理論と政策を総合的に学ぶことを特性とし，社会に寄与

してきました。そして，この理念を受けて，２１世紀を担うにふさわしい「教養豊かな専門人」の育成を目

指しています。

2 カリキュラムの概要
政治学科と経済学科では，「現代政治学」「国際政治経済」「財政・金融」「総合経済政策」「現代社会学」

「国際文化」の６コース制を設け，段階的・系統的学習が可能になっています。また８０をこえるゼミナー
ルを用意し，少人数による徹底したテーマ追及や「外書研究」を通じて，全人格的な素養を深めています。
さらに，２００２年から地域行政学科が設置されています。理論と現場の接点で学び，地域社会の活性化
を担う人材を育成しています。

3 業種別就職状況（2008年3月卒業者）

1 教育理念
本学部の組織上の特色は専攻制であり，全学生が入学時からいずれかの専攻に所属（心理社会学科のコー

ス分けは２年終了時）し，教育を受けます。ただし，この専攻制を主体にした組織は，学生を狭い専門分野

に縛り付けるものではなく，「充分な専門知識を身に付けた，幅広い教養人の育成」という，本学部の教育

目標の実践に資するように，学生の履修する科目の分野を可能な限り広げてあります。

2 カリキュラムの概要
文学科と史学地理学科，心理社会学科で構成されています。文学科は日本文学・英米文学・ドイツ文学・
フランス文学・演劇学・文芸メディア（２００４年度入学者から文芸学より改組）の６専攻に分かれ，史学
地理学科は日本史学・アジア史・西洋史学・考古学・地理学の５専攻に，心理社会学科は臨床心理学・臨床
社会学の２コースに分かれています。専攻ごとに１年次で基礎研究・基礎演習・概論科目，２～４年次で演
習・講読・研究法など独自のカリキュラムが編成されています。また，１年次からゼミナール形式の科目も
導入されています。

3 業種別就職状況（2008年3月卒業者）

充分な専門知識を身に付けた，幅広い教養人の育成 文学部 

一人ひとりの個を強くする教育の実践 政治経済学部 

2008.3.31現在 

 

教育・公務  10.5％ 

運輸・旅行・ 
広告・観光・サービス業 

22.2％ 
金融業  15.3％ 

建設業・不動産業  4.1％ 
商事・卸・小売業  17.9％ 

新聞・出版・放送・情報・通信業  15.1％ 

製造業 
14.9％ 

2008.3.31現在 

金融業  28.6％ 製造業  17.2％ 

運輸・旅行・広告・観光・サービス業  18.1％ 商事・卸・小売業  12.8％ 教育・公務  6.4％ 

建設業・不動産業  5.2％ 新聞・出版・放送・情報・通信業  11.7％ 
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1 学部の沿革及び教育理念
理工学部は１９４４年（昭和１９年）に東京明治工業専門学校として発足し，学制改革によって本学工学

部となり，１９８９年（平成元年）に理学系の３学科を新設し，理工学部に改組されました。現在８学科で

構成されています。

本学部の教育理念は，理学と工学の融合を図り，人間性豊かで，広い教養と高度の基礎学力を有し，柔軟

な創造力を持つ全人教育を行って，社会の要請に応えられる技術者・研究者を育成することを目標にしてい

ます。また，高度な知識と研究・開発能力を持たせるために，大学院理工学研究科と連携した一貫教育を目
指しているところです。

2 学科の特色
電気系学科として，電気電子工学科と電子通信工学科の２学科があります。この２学科は，基礎となる電
気工学の分野に関しては同じ内容で教育を行っています。専門教育において，電気電子工学科は，エレクト

ロニクス・電気機械・電力システム・制御に加えて，電子・情報の分野にも進めるような教育を，また電子

通信工学科では，エレクトロニクス・通信システム・制御・情報処理など幅広く教育しています。２００７

年４月より，両学科は電気電子生命学科に再編されました。

機械系学科として，機械工学科と機械情報工学科の２学科があります。機械工学科は，高度化を続ける機
械工学の諸分野に適応できる総合能力の涵養を図るとともに，問題発見・解決能力の育成に重きをおいた教

育を行っています。機械情報工学科では機械工学の基礎科目に加え，電気回路・制御・情報・メカトロニク

スなどの必修科目を設置して，新しい機械系技術に対応できる教育をしています。

建築学科は，建築という人間に密着したテーマに様々な角度から対処できる人材を育成することに力を注
いでいます。建築学科の専門分野は歴史・意匠系，設計・計画系，構造・材料系および環境・設備系に大別

されており，学生は大幅な科目選択の自由を与えられ，各自が適性を見つめられる余裕のある教育を施して

います。

応用化学科は，現代の工業化社会において，生活に必要な物資を生産する化学工業の基礎を成す広い学問
分野を専攻する学科です。応用化学科は化学の基礎理論を十分理解し，さらに専門分野についても考慮でき

る人材の育成に努めています。

情報科学科は，情報の基礎理論，コンピュータのソフトウェア，ハードウェア，情報システムに関する教
育を行っています。人間の知的活動の解明など，他分野との境界領域も積極的に取り上げ，広い視野と豊か

な創造力をそなえた情報技術の専門家の育成に努めています。

数学科は，基礎と応用の両面において，現代数学が果たすべき役割を担う人材を育成することを目標とし
ています。このような教育により，個性に応じて培われた，数学の規範的な知識，明晰な理論性と自由な思

考力，さらにコンピュータの活用を含む応用数理への積極性が産業を始めとする社会の各分野で発展的に役

立つことを期待しています。

物理学科は，物理学の基礎となる基本的教科に加えて，物性物理学・生物物理学を中心とする教育を進め
ています。自然現象に潜むメカニズムをより基本的原理から解明しようとする物理学を通して，広く科学技

術を含む人類の多面的活動に対し積極的に貢献できる人材を育成することに力を注いでいます。

さらに，大学院理工学研究科〔電気工学，機械工学，建築学，応用化学，基礎理工学（情報科学系，数学
系，物理学系），新領域創造専攻（安全学系，数理ビジネス系，ディジタルコンテンツ系）の６専攻〕が併
設されており，将来を担う技術者・研究者の育成にあたっています。

3 業種別就職状況（2008年3月卒業者）

テクノロジー，ネットワーク，フューチャーサイエンス 
21世紀の総合科学を担う未来の科学技術者を養成 理工学部 

2008.3.31現在 

製造業  36.3％ 

金融業  3.4％ 

商事・卸・小売業  5.7％ 教育・公務  3.0％ 建設業・不動産業  11.3％ 

新聞・出版・放送・ 
情報・通信業 
 27.0％ 

運輸・旅行・広告・観光・サービス業  13.3％ 
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2008年12月現在 

注　総合文化教室所属の教員は除く。 

久保田寿夫 
松 � 貢 規  
山 元 　 洋  
植草新一郎 
工 藤 勝 利  

電 機 シ ス テ ム 
パワーエレクトロニクス 
マグネティックマテリアル 
オプトバイオエレクトロニクス 
電 子 事 象  

三 木 一 郎  
小 野 　 治  
森 　 啓 之  
小 椋 厚 志  
熊 野 照 久  

アドバンスト機器制御 
シ ス テ ム 制 御  
インテリジェントシステム 
半導体ナノテクノロジー 
大規模複雑システム 

田 中 賢 一  
嶋田総太郎 
森 岡 一 幸  

バイオ映像メディア 
認 知 脳 科 学  
インタラクティブロボティックス 

石 田 義 久  
大 竹 政 光  
中野鐐太郎 
岡 　 栄 一  
遠 藤 哲 郎  

生 体 情 報  
数 理 基 礎  
電 子 素 子  
伝 送 工 学  
電 子 情 報 生 命  

松 本 直 樹  
鎌 田 弘 之  
松 本 皓 永  
井家上哲史 
川 口 順 也  

回 路 網  
複 合 情 報 処 理  
電 子 物 性  
通 信 技 術  
情 報 伝 送  

高窪かをり 
三 浦 　 登  
加 藤 徳 剛  
池 田 有 理  
佐々木貴規 

集積回路システム 
機 能 デ バ イ ス 
有機分子・バイオ機能材料 

生 命 情 報 科 学  

伊 藤 　 光  
長谷川久夫 
江 原 信 郎  
下 坂 陽 男  
下 田 博 一  
当 舎 勝 次  

流 体 力 学  
材 料 力 学  
自 動 制 御  
応 用 力 学  
ト ラ イ ボ ロ ジ 
機 械 加 工  

南 雲 慎 一  
納 冨 充 雄  
中 別 府 修  
高橋眞太郎 
宮 城 善 一  
黒 田 洋 司  

流体エネルギ工学 
材 料 強 度  
ミ ク ロ 熱 工 学  
機 械 設 計  
計 測 情 報  
ロ ボ ット 工 学  

小 林 健 一  
椎 葉 太 一  
村 田 良 美  
 

環 境 熱 学  
ビークルダイナミクス 
塑 性 加 工  
 

土 屋 一 雄  
大亦絢一郎 
圓 谷 和 雄  
大 滝 　 厚  
相 澤 哲 哉  

エンジンシステム 
機 械 力 学  
基 礎 機 械  
生産システム工学 
環 境 情 報  

清 水 茂 夫  
小 林 博 明  
小 島 　 昇  
小 泉 忠 由  
塚 田 忠 夫  

信 頼 性 工 学  
知 能 機 械  
計 測 工 学  
設 計 工 学  
加 工 情 報  

小 山 　 紀  
加 藤 和 夫  
阿 部 直 人  
田 中 純 夫  
田 辺 　 実  

メ カトロ ニ ク ス 
生 体 情 報 工 学  
シ ス テ ム 制 御  
固 体 力 学  
C A D ／ C A M

平 石 久 廣  
上野佳奈子 
坂 上 恭 助  
野 口 弘 行  
菊 池 雅 史  
小 林 正 美  
澤 田 誠 二  

建 築 構 造 第 1  
建 築 環 境 計 画  
建 築 設 備  
木 質 構 造  
建 築 材 料 第 2  
都市建築デザイン 
建 築 構 法 計 画  

田 中 友 章  
荒 川 利 治  
青 井 哲 人  
園田眞理子 
高 木 仁 之  
小 山 明 男  
山 本 俊 哉  

建 築 計 画・設 計  
構 造 シ ス テ ム 
建 築 史・建 築 論  
建 築 計 画  
建 築 構 造 第 ２ 
建 築 材 料 第 １ 
都 市 計 画  

大河内　学 
酒 井 孝 司  
松 本 勝 邦  
加治屋亮一 
川 嶋 雅 章  
小 林 正 人  
 

建 築 空 間 論  
建 築 環 境 工 学  
建 築 意 匠・歴 史  
建築環境デザイン 
地 域 計 画  
構 造 力 学  
 

倉 田 武 夫  
宮 腰 哲 雄  
中 村 利 廣  
茅 原 一 之  
古 谷 英 二  
北 野 　 大  

有 機 工 業 化 学  
有 機 合 成 化 学  
環 境 分 析 化 学  
シ ス テ ム 工 学  
環 境 化 学 工 学  
環 境 安 全 学  

長 尾 憲 治  
永 井 一 清  
西 浜 忠 明  
石 川 謙 二  
大 竹 芳 信  
相 澤 　 守  

無 機 錯 体 化 学  
先 端 機 能 材 料  
有 機 反 応 解 析  
固 体 化 学  
材 料 化 学 工 学  
生 体 関 連 材 料  

深 澤 倫 子  
土 本 晃 久  
渡 辺 友 亮  
室 田 明 彦  
鈴 木 義 丈  
石 川 喜 章  

応 用 物 理 化 学  
精密有機反応制御 
無 機 材 料 化 学  
有 機 分 析 化 学  
分離プロセス工学 
無 機 溶 液 化 学  

玉 木 久 夫  
向 殿 政 男  
冨 澤 一 隆  
疋 田 輝 雄  
中 所 武 司  

計 算 理 論  
シ ス テ ム 科 学  
数値シミュレーション 
ソフトウェア基礎  
ソフトウェア工学  

林 　 陽 一  
武 野 純 一  
荒 川 　 薫  
高 木 友 博  
石 畑 　 清  

知 能 科 学  
ロ ボ ット 科 学  
情 報 理 論  
ヒューマンインタフェース 
ソフトウェア科学  

井 口 幸 洋  
齋 藤 孝 道  
堤 　 利 幸  
宮 下 芳 明  

コンピュータ設計  
情 報セキュリティ 
コンピュータアーキテクチャ 
ディジタルコンテンツ 

三 村 昌 泰  
森 本 浩 子  
後 藤 四 郎  
砂 田 利 一  
蔵 野 和 彦  

現象の数理解析  
流体力学の数学解析 
可 換 環 論  
連続及び離散幾何解析学 
可 換 環 論  

対 馬 龍 司  
金 子 幸 臣  
佐 藤 篤 之  
桂 田 祐 史  
中 村 幸 男  

代 数 幾 何 学  
応 用 数 学  
微分位相幾何学  
数 値 解 析  
可 換 環 論  

阿 原 一 志  
廣 瀬 宗 光  
岡 部 靖 憲  
上 山 大 信  

コンピューティングトポロジー 
非線形偏微分方程式 
確 率 過 程 論  
パターン形成の数理 

吉 村 英 恭  
楠 　 正 美  
島 田 徳 三  
市 川 禎 宏  
小野寺嘉孝 

生 物 物 理 学 第 3  
生 物 物 理 学 第 1  
素 粒 子 論  
表 面 物 理 学  
物 性 理 論 第 1

電気電子 
工学科 

電子通信 
工学科 

機械工学科 

機械情報 
工学科 

建築学科 

応用化学科 

情報科学科 

数学科 

物理学科 稲 垣 　 睿  
松 本 節 子  
小 泉 大 一  
崔 　 博 坤  
立 川 真 樹  

物 性 理 論 第 2  
光 物 性  
格子欠陥物理学  
超 音 波 物 理  
量 子 光 学  

小田島仁司 
平岡和佳子 
菊地　　淳 
長 島 和 茂  
 

レ ー ザ ー 物 理  
生 物 物 理 学 第 2  
ミクロ 電 子 物 性  
雪 氷 物 理 学  
 

学　　科 研究室名 担当教員 研究室名 担当教員 研究室名 担当教員 
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1 教育理念
本学部の基本理念は，人類にとって重要な食料資源である動植物・微生物を対象として生命科学，環境科

学及び食料科学など広い範囲にわたる学理を明らかにし，その成果を実際の現場に展開することによって，

食料の安定供給と有効利用の実を挙げることと，人間を始めとする全ての生物の生存に適した自然環境の整

備に寄与することです。その主なものは，動植物並びに微生物を中心とした食料資源の生産・加工及び流通

に関するもの，生命科学に関するもの，環境としての「緑の空間」の整備・保全に関するものなどです。ま

た，特に近年関心の寄せられている地球的規模での環境汚染・環境破壊が，人類を含めたあらゆる生物の生

存に重大な影響を及ぼすようになっていることも事実であり，この分野に深い関わりを持っている農学の果

たすべき役割も非常に大きいと言えます。このため学生には，単に専門的な知識や技術に固執することなく，

全地球的・全生物的視野に立って俯瞰的に事象を把握し，対処することができるような見識を養うように指

導しています。

2 カリキュラムの概要
＜農学科＞　～生物資源のさらなる利用と環境保全～
人類の生存にとって最も重要な食糧の安定供給を図るための最適な生物生産システムの確立および人類と

自然が調和した快適な生活環境の保持・確立に向けて，バイオテクノロジー技術を含めた先端技術を駆使し

て挑戦し，生物生産と環境保全に関わる科学的な知識と技術を総合的に考えることのできる人材の育成に努

めています。

＜農業経済学科＞　～食・農・環境・資源をグローバルな視点から追究～
経済学，経営学，社会学，歴史学，政策学，マーケティング学などの修得を通じて，食・農・環境・資源

にかかわる諸課題を，総合的に考察する学科であり，課題解決に向けた能力を涵養するよう努めています。

また，コンピュータ機器などの教育・研究環境を充実させ，情報科学や情報処理に関する知識を学ぶことが

できる体制を整えています。さらには，ファームステイ研修や農村調査実習などの現場を学ぶカリキュラム

を重視しており，国際的な視点も踏まえながら，社会の現実に対応できる有能な人材の育成を目指しており

ます。なお，２００８年度入学者より，食料環境政策学科へ学科名称を変更しました。

＜農芸化学科＞　～人間生活に密着したライフサイエンス～
農芸化学科では，有機化学・微生物学・生化学・分子生物学を基礎として，食品や環境分野で社会に貢献

できる人材の育成を目指しています。微生物による環境浄化，動植物・微生物が生産する多様な生理活性物

質の探索，機能性食品の開発など，農芸化学の教育・研究領域は広範囲にわたっています。農芸化学科のカ

リキュラムでは，１・２年次に専門の基礎となるバイオサイエンスの知識とバイオテクノロジー実験の基本

技術を幅広く習得します。さらに３・４年次には，食品分野・環境分野・共通基礎分野の中から卒業研究課

題を選択し，最先端の専門研究を行います。幅広い基礎知識に基づいた判断能力を培うと共に，充実した学

生実験や卒業研究を通して，自ら考えて行動する能力やコミュニケーション能力を鍛えることを重要視して

います。

＜生命科学科＞　～地球と人類の未来に貢献する基礎研究～
生命科学科は，農学部が対象として取り扱う動植物，微生物などの生命活動を分子，遺伝子のレベルで解

明し，それらを基盤としたバイオテクノロジーの開発を目指す学科であります。応用面においては、遺伝子

組換えやクローン動物などの先端技術を利用した生産性の向上，環境対応型技術の開発，臓器移植など先端

医療への動物利用等々により，食料・環境問題をはじめとする現代社会の問題解決に貢献することを目指し

ています。本学科では，将来このような分野で専門家として活躍する人材や，生命科学の素養と同時に広い

視野と総合的な判断力をもった人材の育成を進めております。

3 業種別就職状況（2008年3月卒業者）

未来に向けて，食料・環境・生命を総合的に捉える科学 農学部 

2008.3.31現在 

製造業  36.9％ 

商事・卸・小売業  14.1％ 新聞・出版・放送・情報・通信業  8.2％ 

運輸・旅行・広告・観光・サービス業  15.9％ 
建設業・不動産業  4.1％ 

金融業  13.3％ 農林水産業・鉱業  
1.3％ 

教育・公務  6.2％ 
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2008年12月現在 

※研究室は変更となる場合があります。 

今 井 　 勝  

岩 崎 直 人  

早 田 保 義  

半 田 　 高  

丸 橋 　 亘  

池 田 　 敬  

米 山 勝 美  

糸 山 　 享  

小 倉 信 夫  

小 林 茂 樹  

作 物 学 研 究 室  

果 樹 園 芸 学 研 究 室  

野 菜 園 芸 学 研 究 室  

花 卉 園 芸 学 研 究 室  

植 物 育 種 学 研 究 室  

生産システム学研究室 

植 物 病 理 学 研 究 室  

応 用 昆 虫 学 研 究 室  

植 物 線 虫 学 研 究 室  

環境動物管理学研究室 

動 物 生 産 学 研 究 室  

動物遺伝資源学研究室 

地域環境計画研究室  

土 地 資 源 学 研 究 室  

水 資 源 学 研 究 室  

応用植物生態学研究室 

緑 地 工 学 研 究 室  

アメニティー緑地学研究室 

アグリサイエンス研究室 

　 　 雄 三  

溝 口 　 康  

藤 沢 　 和  

登 尾 浩 助  

小 島 信 彦  

倉 本 　 宣  

輿 水 　 肇  

菅 野 博 貢  

玉 置 雅 彦  

 

農学科 

橋 口 卓 也  

本 所 靖 博  

大 江 徹 男  

加 瀬 良 明  

石 月 義 訓  

大 内 雅 利  

池 上 彰 英  

廣 政 幸 生  

農業食料政策論研究室 

財 政 金 融 論 研 究 室  

農 業 市 場 論 研 究 室  

農産物貿易論研究室  

国際農業経済論研究室 

国際地域社会論研究室 

国際開発経済論研究室 

環 境 経 済 論 研 究 室  

田 畑 　 保  

新 田 貞 章  

小 田 切 徳 美  

市 田 知 子  

竹 本 田 持  

岡 ■ 通 太 郎  

農業資源経済論研究室 

農 業 史 研 究 室  

農 村 政 策 論 研 究 室  

地 域 計 画 論 研 究 室  

地域資源管理論研究室 

地球環境資源論研究室 

 

 

農業経済学科 

竹 中 麻 子  

長 田 恭 一  

早 瀬 文 孝  

加 藤 英 八 郎  

中 村 　 卓  

井 川 憲 明  

川 端 博 秋  

後 藤 正 幸  

川 村 史 郎  

杉 山 民 二  

食 品 生 化 学 研 究 室  

食 品 衛 生 学 研 究 室  

食品機能化学研究室  

応用微生物学研究室  

食 品 工 学 研 究 室  

食 品 物 性 学 研 究 室  

栄 養 生 化 学 研 究 室  

動物栄養生理学研究室 

酵 素 化 学 研 究 室  

生物機能化学研究室  

荒　谷　　　博 

竹 迫 　 紘  

中 林 和 重  

村 上 周 一 郎  

前 田 理 久  

中 島 春 紫  

塚 田 正 道  

鈴 木 博 実  

 

天然物有機化学研究室 

土 壌 圏 科 学 研 究 室  

植物環境調節学研究室 

微 生 物 化 学 研 究 室  

微生物遺伝学研究室  

微生物生態学研究室  

環境分析化学研究室  

生 物 物 理 学 研 究 室  

 

農芸化学科 

魚 住 武 司  

加 藤 幸 雄  

澁 谷 直 人  

針 谷 敏 夫  

日 野 常 男  

丸 山 公 明  

尾 崎 　 宏  

桑 田 　 茂  

矢 野 健 太 郎  

分子微生物学研究室  

遺伝情報制御学研究室 

環境応答生物学研究室 

生 体 機 構 学 研 究 室  

動 物 栄 養 学 研 究 室  

生 体 制 御 学 研 究 室  

タンパク質工学研究室 

植物細胞工学研究室  

バイオインフォーマティクス研究室 

長 嶋 比 呂 志  

太 田 昭 彦  

川 上 直 人  

渡 辺 寛 人  

浅 沼 成 人  

浜 本 牧 子  

吉 田 健 一  

賀 来 華 江  

発 生 工 学 研 究 室  

動 物 生 理 学 研 究 室  

植物分子生理学研究室 

生体機能物質学研究室 

代 謝 制 御 学 研 究 室  

微 生 物 工 学 研 究 室  

分 子 発 生 学 研 究 室  

環境応答植物学研究室 

生命科学科 

 学　　科 研究室名 担当教員 研究室名 担当教員 



1 教育理念
本学部は，私学における最初の経営学部として1953年にスタートしました。21世紀に入って，さらなる高
度情報化やグローカル（グローバルとローカルを合わせた造語）化の進展，産業構造の急速な変化によって，

世界はダイナミックに変貌しています。このような状況において，最も注目される企業活動や非営利活動，

そして経営にとって不可欠な会計を中心とした経営現象を分析・研究していくことを通して，日本の将来を

担う優秀なリーダーとなるべき人材を育成することが目的です。

2 カリキュラムの概要
本学部は，「経営学科」「会計学科」「公共経営学科」という３学科体制のもとで，将来のキャリアに焦点

をあてたクオリティの高い教育カリキュラムを提供しています。

数多くのテーマから学生が自分の興味関心にあった研究を選択できる少人数のゼミナール教育や，世界で
活躍する人材育成に向けたTOEICの活用と習熟度別のクラス編成による英語教育など徹底した少人数教育が
行われています。2009年度からは，英語による専門科目教育も充実させます。また，授業で学んだことが社

会でどのように実現されているかを実際の調査で学ぶフィールド・スタディや，在学中に企業での就業体験

を行うインターンシップなどの実践教育にも力を入れています。
さらに，他に先駆けて成績優秀者には３年間で卒業できる早期卒業制度を導入し，修業年限を短縮して優

秀な人材を社会に送り出す高度な教育プログラムを提供しています。

3 業種別就職状況（2008年3月卒業者）

1 教育理念
21世紀の高度情報社会では，情報を単に受容したり選別したりする能力だけではなく、自ら情報の発信者
となるための発想力や表現力、他者と協同するコミュニケーション力が重要な意味を持ちます。本学部では，
情報とコミュニケーションが，社会においてどのような働きをし、どのような問題を生じさせ，さらに社会

を変革する原動力となりうるかを学びます。情報とコミュニケーションの視点で，人・集団・組織・社会を

解明し、情報社会をリードする真の意味でクリエイティブな人材を育成します。

2 カリキュラムの特徴
本学部では，高度情報社会に対応した教養教育を実践しています。この新しい教養教育を実現するのは基礎
教育科目，コース科目，外国語教育科目，情報メディア教育科目，ゼミナールという5つの柱です。基礎教
育科目は従来のいわゆる一般教養科目，コース科目が従来のいわゆる専門科目にそれぞれあたりますが、２

年次以降は4つのコース（社会システムと公共性、組織と人間、言語と文化、メディアと人間）に分かれて

情報社会の諸相を様々な角度から掘り下げて学びます。情報メディア教育科目では情報社会を成り立たせて

いる技術のしくみを体系的に順序立てて学びます。また1年次から4年次までゼミナールを設置することで、

学生一人一人の問題意識を深める教育に取り組んでいます。また将来の仕事を見据えたキャリア関係科目、

表現能力を高める日本語リテラシー科目などを設置して学生が幅広い視野を身に付けられるようにしていま
す。

3 業種別就職内定状況（2008年3月卒業者）

高度情報社会を生き抜くための 
情報コミュニケーション力の養成 情報コミュニケーション学部 

次代を創るビジネス・リーダーの養成 経営学部 

8

2008.3.31現在 

製造業  22.3％ 金融業  28.3％ 

教育・公務  4.4％ 

運輸・旅行・広告・観光・サービス業  17.5％ 建設業・不動産業  4.5％ 商事・卸・小売業  10.2％ 

新聞・出版・放送・情報・通信業  12.5％ 農林水産業・鉱業  
0.3％ 

2008.3.31現在 

新聞・出版・放送・ 
情報・通信業 
24.3％ 

金融業  15.7％ 

運輸・旅行・広告・観光・サービス業  22.1％ 製造業  10.8％ 

建設業・不動産業  6.1％ 教育・公務  6.1％ 商事・卸・小売業  14.9％ 
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1 教育理念
本学部の教育研究は，日本学を中心領域としていますが，それは伝統的な日本文化だけにとどまらず，今

日世界への情報発信が強く求められている現代日本文化，さらにはその発信基盤としての企業・産業・社会

をも含めた広い意味での日本の文化と社会を教育研究対象としています。またその一方では，集中的な英語

教育と異文化を正しく理解するための国際教育にも力を注ぎ，「世界の中の日本」を自覚して，積極的に世

界に情報発信しうる真の国際人を育成します。

２　カリキュラムの特徴
本学部の科目は，外国語科目，総合教育科目，日本研究科目および国際研究科目の４分類から構成されて

います。そのうち専門科目は，日本研究科目と国際研究科目であり，さらに日本研究科目は＜日本文化＞コ

ースと＜日本社会システム＞コースに二分されています。

●英語教育では，外国人講師の授業，海外留学，英語による専門科目の講義など多彩なメニューにより，英

語による「話す，聞く，書く，読む」コミュニケーション能力を磨き，英語で情報・知識を正確に得て自

分の意見や主張を伝達できる能力の育成を目指しています。

●＜日本文化＞コースでは，現代アート，映画，アニメ，マンガ，ドラマ，文学といった日本の現代文化や，

そして現代文化のルーツにある芸能，美術，武道，宗教，思想などの伝統文化について広く学びます。

●＜日本社会システム＞コースでは，日本の文化を世界に発信する日本の企業・産業・社会のシステム等の

側面を，これまでにない先端的で斬新な切り口から解明していきます。

●国際研究科目では，「世界の中の日本」を捉え直すとともに，諸外国の文化･社会・経済・歴史などを学

び，国際的視野を養います。

３　主な進路予想
２００８年度新設のため，まだ卒業生はいませんが，次のような進路を想定しています。

●マスコミ関係（テレビ・ラジオ局，新聞社），出版関係，メディア産業，インターネット関係業種

●旅行・交通業（航空・鉄道・海運），観光開発関連産業，貿易商社関連業種

●コンテンツ産業，文化芸能関連業種，知財関連業種，広告産業，映画産業，コンピュータ・グラフィック

ス関連業種

●外資系企業，政府系国際機関，国際協力・貿易・観光等の国際機関，大学院進学（国内・海外）

「日本」を世界に発信する国際人の育成 国際日本学部 

1 教育理念
明治大学大学院は，学部を基礎とする９つの研究科と４つの専門職大学院からなっています。従来の研究者養成機能に加

え，高度な知識を備えた専門職業人養成を目的とした教育も実施し，現代社会の高度化・多様化・グローバル化しているさ
まざまな課題を解決できる能力を備えた人材の育成を使命とし，社会の要請にこたえるべく教育・研究の発展につとめてい
ます。各研究科においては，さらに独自の教育目標を定め，高度な知的社会において，国際的な舞台で活躍できる人材の育
成を目指しています。

2 各研究科の概要
法学研究科（公法学専攻，民事法学専攻）は，博士前期課程に，研究者養成を目的とした指導を行う「法学研究コース」

と，「経済・社会と法」・「企業任務と国際化」・「比較法文化論」のテーマ別に法曹実務家，法律に関わる職業人の育成を
目的とした「法学専修コース」を設置しています。豊かな法知識に裏付けられ，鋭い人権意識を持った創造性あふれる人材
養成を目指しています。
商学研究科（商学専攻）は，研究対象を経済，商業，経営，会計，金融・証券，保険，交通，貿易の８系列に大別し，進

展めまぐるしい現代の市場経済の研究に取り組んでいます。それにより，高度の専門性を維持しつつ，幅広い視点から商学
の研究を進められるようカリキュラムを編成し，グローバルな視点で時代を先取りする人材の育成を目指しています。
政治経済学研究科（政治学専攻・経済学専攻）は，政治学・経済学の研究分野を理論・政策・歴史の側面からアプローチ

できるようカリキュラムを編成し，研究指導を行っています。政治学専攻では，社会学分野の研究実績でも高い評価を得て
います。また，博士前期課程でコース制をとり，研究能力および応用力を培うことを目的とする「研究者養成コース」と，高
度の専門性を要する職業等に必要な知識・能力を養うことを目的とする「専修コース」を設置しています。
経営学研究科（経営学専攻）は，博士前期課程でコース制をとり，研究者養成を目的とした「リサーチコース」と社会人

 大学院 



10

を対象とした「マネージメントコース」を設置しています。現在の企業経営問題を理論的・実証的に幅広く研究できるよう，
経営理論，企業論，経営科学，経営管理，人事労務，経営史，公共経営，財務会計，管理会計の各系に科目を配置し，高度
の専門的知識と幅広い社会的・国際的視野とを備えた研究者および専門家の養成を目指しています。
文学研究科（日本文学専攻・英文学専攻・仏文学専攻・独文学専攻・演劇学専攻・史学専攻・地理学専攻・臨床人間学専攻）
は，各専攻が独自のカリキュラムで構成されており，複雑化・多様化する人文科学の諸分野の充実・発展に挑んでいます。各
専攻とも博士前期課程と博士後期課程の学生が日常的に研究交流する体制をとり，相互に切磋琢磨できる教育・研究環境のも
と，自由闊達で清新な研究を通じて，高度な専門知識を備えた教養人の育成と，研究者・教育者の養成に努めています。
理工学研究科（電気工学専攻，機械工学専攻，建築学専攻，応用化学専攻，基礎理工学専攻，新領域創造専攻）は，急速

に進歩する科学技術の先進性を維持・発展させ，また人類の文明・福祉・環境に関する諸問題の解決に寄与することを目指
し，教育・研究の向上に努めています。また，専攻の構成やカリキュラム編成に，複合領域や学際領域といった分野の科目
を多く取り入れるなど，理学系と工学系の融合から生まれる新たな未来の創造を目指した教育を実践しています。
農学研究科（農芸化学専攻・農学専攻・農業経済学専攻・生命科学専攻）は，「環境の時代」といわれる21世紀に人類生存
に不可欠な諸課題について，分子・細胞レベルから地球環境レベルに至るまで，幅広い領域の研究を行っています。ライフ
サイエンスから社会科学までの幅広い総合科学のアプローチは，生命への深い洞察力と豊かな人間性を育み，高度な専門知
識を持ち，広い視野に立つことのできる専門性と総合性を兼ね備えた人材の育成を目的としています。
情報コミュニケーション研究科（情報コミュニケーション学専攻）は，高度な情報社会における新たな「教養」を創造し

ます。その特徴は高度な学際性にあり，「社会」「人間」「文化」「自然」の４つの専門領域が協働した「情報コミュニケーシ
ョン」という視座で，多面的なアプローチを行いながら教育・研究を実践し，分野横断的な人材の育成を目指します。
教養デザイン研究科（教養デザイン専攻）は，21世紀において人類が直面している諸課題を，総合的・学際的に考察し，

しかも公共的観点にたって主体的に行動することのできる人材の養成を目的としています。教育研究のテーマとしては「人
間性とその適正な環境の探求」を掲げ，新しい「知の創造（デザイン）」を目指しています。その具体的な諸課題としては，
科学技術の発展と倫理的判断の問題，異文化理解の問題，自然環境との共生問題，平和構築の問題等があり，その解決を目
指します。

変貌する社会のニーズにフレキシブルに対応するため，２００４年４月より，公共政策大学院（ガバナンス研究科），グロ
ーバル・ビジネス研究科，２００５年４月より，会計専門職研究科を開設しました。
ガバナンス研究科（ガバナンス専攻）は，政治と行政のプロフェッショナルを養成することを目的に「政治・行政」「経

済・財政」「法律」の３分野の科目を設置し，事例研究を中心として実務教育を行っています。
グローバル・ビジネス研究科（グローバル・ビジネス専攻）は，進取の精神旺盛なる起業家，企業環境の急激な変化に対

応しうる柔軟な能力を備えた高度専門職業人（実務家）の養成を目的とするビジネススクールです。
会計専門職研究科（会計専門職専攻）は，会計専門職業人養成に関する国際社会からの要請ならびに制度改革に対応する

ため，私的部門のみならず公的部門に従事する会計専門職業人に寄せられるニーズに的確に応えうる人材を育成することを
教育の理念に掲げ，単なる専門知識や技能の習得だけでなく，論理的かつ職業倫理に根ざした判断力と行動力を有する人材
を育成しています。

法科大学院では，理論と実務の架橋教育を中心としたプロセスによる法曹養成教育を行っています。本学では，特に知的
財産法や企業法務をはじめとする５分野の専門基礎教育に力を入れています。修了者には新司法試験受験資格が認められる
とともに，法務博士（専門職）の学位が授与されます。法的ルールによって問題の発生を事前にコントロールしたいという
社会の要求に対応するスペシャリストを社会に送り出します。

 高度専門職業人養成型大学院 

 法科大学院 
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2008.3.31現在（単位：人） 
（　）内は女子内数 

学部・業種別就職状況（2008年3月卒業者）        

卒業生数 

就職者数 

農林水産業・鉱業 

建設業・不動産業 

製造業 

商事･卸･小売業 

金融業 

新聞･出版･放送・ 

情報･通信業 

運輸･旅行･広告・ 

観光・サービス業 

教育･公務 

自営・継続 

進学 

海外留学・ 
各種学校入学 

各種試験受験 

910(217) 

604(152) 

100% 

0(0) 

0.0% 

32(5) 

5.3% 

88(18) 

14.6% 

53(13) 

8.8% 

203(50) 

33.6% 

63(18) 

10.4% 

90(29) 

14.9% 

75(19) 

12.4% 

10(2) 

76(18) 

9(2) 

113(20)

974(285) 

757(228) 

100% 

1(1) 

0.1% 

47(10) 

6.2% 

168(31) 

22.2% 

102(29) 

13.5% 

225(91) 

29.7% 

76(20) 

10.1% 

113(42) 

14.9% 

25(4) 

3.3% 

18(4) 

29(11) 

16(6) 

51(8)

1,093(286) 

862(240) 

100% 

0(0) 

0.0% 

45(7) 

5.2% 

148(22) 

17.2% 

110（25) 

12.8% 

247(92) 

28.6% 

101(25) 

11.7% 

156(53) 

18.1% 

55(16) 

6.4% 

12(6) 

35(7) 

25(3) 

34(8)

896(465) 

603(333) 

100% 

0(0) 

0.0% 

25(13) 

4.1% 

90(36) 

14.9% 

108(55) 

17.9% 

92(73) 

15.3% 

91(51) 

15.1% 

134(75) 

22.2% 

63(30) 

10.5% 

10(6) 

69(31) 

31(14) 

46(17)

874(107) 

504(77) 

100% 

0(0) 

0.0% 

57(14) 

11.3% 

183(13) 

36.3% 

29(6) 

5.7% 

17(6) 

3.4% 

136(22) 

27.0% 

67(11) 

13.3% 

15(5) 

3.0% 

0(0) 

306(14) 

10(2) 

9(1)

580(198) 

390(146) 

100% 

5(2) 

1.3% 

16(5) 

4.1% 

144(50) 

36.9% 

55(25) 

14.1% 

52(26) 

13.3% 

32(9) 

8.2% 

62(22) 

15.9% 

24(7) 

6.2% 

4(2) 

141(39) 

8(2) 

10(1)

801(220) 

640(179) 

100% 

2(1) 

0.3% 

29(5) 

4.5% 

143(30) 

22.3% 

65(15) 

10.2% 

181(69) 

28.3% 

80(20) 

12.5% 

112(33) 

17.5% 

28(6) 

4.4% 

6(1) 

34(10) 

18(5) 

44(7)

6,549(2008) 

4,722(1553) 

100% 

8(4) 

0.2% 

273(75) 

5.8% 

1,003(215) 

21.2% 

576(197) 

12.2% 

1,074(446) 

22.8% 

667(210) 

14.1% 

814(311) 

17.2% 

307(95) 

6.5% 

63(23) 

702(137) 

127(41) 

314(65)

法 商 政経 文 理工 農 経営 

421(230) 

362(198) 

100% 

0(0) 

0.0% 

22(16) 

6.1% 

39(15) 

10.8% 

54(29) 

14.9% 

57(39) 

15.7% 

88(45) 

24.3% 

80(46) 

22.1% 

22(8) 

6.1% 

3(2) 

12(7) 

10(7) 

7(3)

情コミ 計 

※　％は学部ごとの就職者数に対しての割合。 
※　自営＝自家営業者，継続＝在学中に就職していた者  
※　卒業後の進路として「進路不明」の者などがいるため，就職者数・自営・継続・進学･海外留学･各種学校入学・各種試験受験を合計しても卒業生数とは 
　一致しません。  

製造業 
18％ 

金融業 
26％ 文　　系 

理工・農 8％ 
1％ 

5％ 13％ 13％ 18％ 7％ 0％ 

37％ 9％ 8％ 19％ 14％ 4％ 

農林水産業・鉱業 運輸・旅行・広告・観光・サービス業　 

建設業・不動産業　 商事･卸・小売業 新聞・出版･放送・情報・通信業 教育・公務 
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外国等 
173（89） 
106（57） 

2008.12.1現在（単位：人） 
（　）内は女子内数 

学生数・求職登録者数（2010年3月卒業・修了予定者） 

　※博士後期課程学生数に限り，2008年3月修了予定者の数です。 

研究科 

博士前期課程 
学生数 

法　学 商　学 政治経済学 経営学 文　学 理工学 農　学 

博士前期課程 
求職登録者数 

▼大学院 

27 
（11） 

17 
（10） 

33 
（12） 

49 
（22） 

71 
（34） 

286 
（15） 

92 
（23） 

4 
（3） 

11 
（6） 

22 
（8） 

12 
（9） 

17 
（9） 

252 
（12） 

82 
（21） 

※博士後期課程 
学生数 

17 
（4） 

24 
（8） 

22 
（4） 

12 
（3） 

81 
（27） 

30 
（2） 

14 
（4） 

情報コミュニ 
ケーション 

12 
（6） 

2 
（0） 

11 
（3） 

2 
（0） 

学　部 

学　科 

学生数 

法学部 

法

律

学

科

 

商学部 

商

学

科

 

政治経済学部 

政

治

学

科

 

経

済

学

科

 

地
域
行
政
学
科 

文 学 部 

文

学

科

 

史
学
地
理
学
科 

心
理
社
会
学
科 

経営学部 

経

営

学

科

 

会

計

学

科

 
公
共
経
営
学
科 

計 

▼文系学部 
情
報
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
学
科 

情
報
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
学
部 

1092 
（350） 

263 
（105） 

731 
（155） 

182 
（51） 

426 
（257） 

259 
（89） 

79 
（51） 

413 
（97） 

166 
（39） 

99 
（28） 

421 
（188） 

5213 
（1713） 

1082 
（303） 

1013 
（331） 

246 
（100） 

694 
（153） 

166 
（51） 

387 
（243） 

232 
（85） 

71 
（48） 

374 
（90） 

141 
（35） 

87 
（26） 

407 
（188） 

4832 
（1648） 

1014 
（298） 求職登録者数 

学　科 

学生数 

電
気
電
子
工
学
科 

電
子
通
信
工
学
科 

機
械
工
学
科

 

機
械
情
報
工
学
科 

建

築

学

科

 
応
用
化
学
科

 

情
報
科
学
科

 

数

学

科

 

物

理

学

科

 

計 

▼理工学部 

142 
（7） 

113 
（11） 

137 
（6） 

137 
（5） 

127 
（26） 

108 
（19） 

131 
（3） 

48 
（5） 

56 
（4） 

999 
（86） 

134 
（7） 

102 
（8） 

126 
（5） 

125 
（5） 

122 
（26） 

96 
（19） 

128 
（2） 

33 
（4） 

48 
（4） 

914 
（80） 求職登録者数 

学　科 

学生数 

農学科 農業経済学科 農芸化学科 生命科学科 計 

▼農学部 

150 
（48） 

159 
（36） 

123 
（59） 

141 
（53） 
 

573 
（196） 

144 
（48） 

143 
（34） 

119 
（57） 

128 
（50） 

534 
（189） 求職登録者数 

研究科 ガバナンス グローバル・ビジネス 

▼専門職大学院 
研究科 法　務 

▼法科大学院 

55 
（14） 

72 
（17） 

202 
（50） 

6 
（2） 

6 
（1） 

会計専門職 

91 
（17） 

44 
（8） 

3 
（2） 

求職登録者数 

専門職学位課程 
学生数 

求職登録者数 

専門職学位課程 
学生数 

教　　養 
デザイン 
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青　森 
29（12） 
23（10） 

岩　手 
25（9） 
20（8） 

秋　田 
40（16） 
32（13） 

宮　城 
60（18） 
49（17） 

福　島 
103（29） 
86（24） 

茨　城 
274（78） 
237（71） 

千　葉 
836（238） 
744（224） 

埼　玉 
1041（308） 
934（290） 

東　京 
1977（590） 
1705（525） 

神奈川 
1315（338） 
1175（309） 

静　岡 
197（61） 
170（55） 

愛　知 
160（38） 
137（33） 

三重 
27（3） 
23（3） 

和歌山 
12（1） 
9（1） 

奈　良 
7（3） 
4（1） 

滋　賀 
12（1） 
10（1） 

京　都 
16（0） 
9（0） 

兵　庫 
46（8） 
33（6） 

鳥　取 
13（3） 
12（3） 

岡　山 
28（4） 
25（4） 

愛　媛 
29（10） 
28（10） 

高　知 
22（7） 
17（5） 

宮　崎 
32（5） 
22（4） 鹿児島 

32（7） 
25（7）     

沖縄 

34（11） 
31（10） 

熊　本 
45（9） 
39（9） 

福　岡 
97（25） 
76（20） 

佐　賀 
19（6） 
18（5） 

長　崎 
33（6） 
27（5） 

大　分 
36（11） 
33（11） 

徳　島 
18（7） 
17（7） 

島　根 
10（2） 
9（2） 山　口 

31（7） 
27（6） 広　島 

59（14） 
48（12） 

福　井 
21（6） 
18（5） 山　梨 

52（18） 
47（16） 

群　馬 
143（33） 
122（27） 

長　野 
118（34） 
96（28） 

岐　阜 
45（10） 
40（10） 

石　川 
31（9） 
29（9） 

富　山 
47（9） 
37（9）   

新　潟 
96（28） 
81（24） 

北海道 
113（26） 
92（23） 

栃　木 
134（52） 
111（48） 

山　形 
43（16） 
39（15） 

香　川 
29（8） 
24（8） 

外国等 
173（89） 
106（57） 

外国等 
173（89） 
106（57） 

2008.12.1現在（単位：人） 

上段：都道府県 
中段：学生数（女子内数） 
下段：求職登録者数（女子内数） 

出身地別学生数・求職登録者数（2010年3月卒業・修了予定者） 

大　阪 
32（3） 
23（2）  
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●          主な就職・キャリア形成支援スケ           ジュール 

文
　
系 

理
工
・
農 

早期からのキャリアデザインを醸成することを目
的として，文系学部の１・２年生および大学院教養
デザイン研究科生を対象に，和泉キャンパスに就職・
キャリア形成支援事務室を開室しています。民間企
業への就職はもちろんのこと，公務員試験対策，各
種資格試験対策，海外留学と就職活動との関係，イ
ンターンシップ関連など，キャリア形成や進路につ
いての質問や相談に幅広く対応しています。 
また，キャリア形成や就職を考えるための各種行

事や講座を企画・運営し，学生が将来の自分の生き
方を考え，働くことの意義を理解するための教育も
行っています。これらの支援体制により，学生はキ
ャリア形成や進路を早期から見据え，有意義な大学
生活を送っています。 

明治大学では，商学部，政治経済学部，理工学部，

農学部農学科，経営学部，情報コミュニケーショ

ン学部，国際日本学部で，単位認定型インターン

シップを実施しています。また，就職・キャリア

形成支援事務室では，全学生が応募できる「全学

版インターンシップ」を実施しています。 

インターンシップを経験することにより，社会

で働くというのはどういうことかを知ることがで

きます。また，授業内容が実社会でどのように役

立っているかも理解でき，将来の進路選択において，

自分の適性や能力について実践的に考える有効な

機会になります。 

和泉進路相談 インターンシップ 和泉進路相談 インターンシップ 

1～2年次 3年次・大学院 

　
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ 

進
路
選
択
支
援 

　
パ
ネ
ル
デ
ィ
ス
カ
ッ
シ
ョ
ン 

採
用
担
当
者
に
よ
る 

Ｏ
Ｂ
社
長
講
演
会 

適
性
テ
ス
ト 

グ
ル
ー
プ
ワ
ー
ク
講
座 

Ｖ
Ｐ
Ｉ
職
業
興
味
検
査 

キ
ャ
リ
ア
デ
ザ
イ
ン
講
座 

和
泉
キ
ャ
ン
パ
ス
進
路
相
談 

９
月 

就
職
・
進
路
ガ
イ
ダ
ン
ス 

８
月 

イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ 

 

　
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ 

 

進
路
選
択
支
援 

７
月 

出
版
セ
ミ
ナ
ー 

 

Ｖ
Ｐ
Ｉ
職
業
興
味
検
査 

 

公
務
員
ガ
イ
ダ
ン
ス 

６
月 

プ
レ
就
職
ガ
イ
ダ
ン
ス 

 
出
版
セ
ミ
ナ
ー 

 
マ
ス
コ
ミ
ガ
イ
ダ
ン
ス 

５
月 

ゼ
ミ
単
位
で
の
進
路
相
談
会 

 

 

工
場
・
事
業
所
見
学
会 

９
月 

就
職
・
進
路
ガ
イ
ダ
ン
ス 

８
月 

イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ 

       
 

  

Ｖ
Ｐ
Ｉ
職
業
興
味
検
査 

５
月 

ゼ
ミ
単
位
で
の
進
路
相
談
会 

 

適
性
テ
ス
ト 

Ｖ
Ｐ
Ｉ
職
業
興
味
検
査 

キ
ャ
リ
ア
デ
ザ
イ
ン
講
座 

明治大学の就職・キャリア形成支援 

明治の就職・キャリア形成支援は相談力に定評があります。 
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７００社以上の企業・団体を招いて行われる「学

内セミナー（企業・公務・Uターン）」を始めと

して，学生の就職・キャリア形成を支援する様々

な行事を開催しています。ガイダンスだけでなく，

自分の適性や能力を知ることができる「適性診断・

能力検査」，社会人の先輩の話を聴く「学内OB・

OG懇談会」，学生同士の交流も図れる「グループ

ワーク講座」など，参加型の行事も数多く行って

いることが特徴です。こうした支援行事に積極的

に参加することで，学生はリアルな情報を自ら積

極的に収集することが可能となり，満足度の高い

就職につながっています。 

就職・キャリア形成支援事務室は「相談力」に

自信があります。「Face to face」を重視し，学生

一人ひとりにきめ細かなアドバイスを行う個別相

談に力を入れています。相談件数のみの集計でも，

年間のべ１万５０００名以上もの学生が就職・キ

ャリア形成支援事務室を訪れています。また，友

人同士，ゼミなどといったグループごとの相談も

随時受け付けており，年間約１００グループが利

用しています。 

就職・キャリア形成支援事務室支援行事 就職・キャリア相談 就職・キャリア形成支援事務室支援行事 就職・キャリア相談 

4年次・大学院 

     

12
月 

グ
ル
ー
プ
ワ
ー
ク
講
座 

 

就
職
活
動
体
験
報
告
会 

 

企
業
見
学
会 

11
月 

業
界
研
究
会 

 

エ
ン
ト
リ
ー
シ
ー
ト
対
策
講
座 

 

マ
ナ
ー
講
座 

 

業
界
研
究
会 

 

　
筆
記
試
験
対
策
テ
ス
ト 

 

就
職
適
性
検
査
お
よ
び 

10
月 

個
人
面
談 

  

学
内
Ｏ
Ｂ
・
Ｏ
Ｇ
懇
談
会 

 

　
模
擬
面
接
会 

 

人
事
担
当
者
に
よ
る 

 

　（
企
業
・
公
務
・
U
タ
ー
ン
） 

２
月 

学
内
セ
ミ
ナ
ー 

 
 

  

学
内
Ｏ
Ｂ
・
Ｏ
Ｇ
懇
談
会 

３
月 

理
工
学
部
学
校
推
薦
説
明
会 

 

工
場
・
事
業
所
見
学
会 

 

人
事
担
当
者
に
よ
る
模
擬
面
接
会 

２
月 

学
内
企
業
セ
ミ
ナ
ー
・
合
同
セ
ミ
ナ
ー 

１
月 

就
職
説
明
会  

（
直
前
ガ
イ
ダ
ン
ス
） 

 

女
子
体
験
報
告
会 

   

筆
記
試
験
対
策
講
座 

12
月 

面
接
対
策
講
座 

 
就
職
活
動
体
験
報
告
会 

 
公
務
員
体
験
報
告
会 

11
月 

学
内
Ｏ
Ｂ
・
Ｏ
Ｇ
懇
談
会 

  
 

     

就
職
相
談
会 

　
応
募
・
決
定 

理
工
学
部
学
校
推
薦
希
望
調
査
・ 

 

 

エ
ン
ト
リ
ー
シ
ー
ト
対
策
講
座 

 

Ｖ
Ｐ
Ｉ
職
業
興
味
検
査 

 

 

業
界
研
究
セ
ミ
ナ
ー 

 

　
筆
記
試
験
対
策
テ
ス
ト 

 

就
職
適
性
検
査
お
よ
び 

10
月 

個
人
面
談 

 

明治大学は，学生の「個」を豊かに育む多くの場と機会を持った大学です。勉強面はもちろんのこと，サー

クル活動，大学祭といった課外活動でも多様な自主的活動の場を設けています。大学卒業後の進路選択はいろ

いろとありますが，いずれは職業に就くことになります。就職・キャリア形成支援事務室では，「就職は挑戦

である」をモットーに，学部生及び大学院生の就職に関する支援体制を整えています。具体的には，数千社に

およぶ企業・団体との情報交換や求人対応，各種支援行事の開催，豊富な資料を取り揃えた資料室やコンテン

ツ満載のホームページの公開，学生一人ひとりにアドバイスを行う就職・キャリア相談などを行います。また，

和泉キャンパス（文系学部１・２年，教養デザイン研究科）でも進路相談や様々な行事を開催し，１・２年次

からキャリアデザインを描く学生へのサポート体制を整えています。
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●本学所定の求人申込書を希望される場合は，下記の方法でお取り寄せください。

（1）本学就職・キャリア形成支援事務室ホームページから，プリントアウトしてご利用ください。

http://www.meiji.ac.jp/shushoku/index.html

（2）郵送をご希望の場合は，貴社名・所在地（郵便番号）・部署・ご担当者様氏名・電話番号・

FAX番号をご記入の上，ＦＡＸにてご請求ください。

＜ＦＡＸ番号＞

駿河台キャンパス（文系） ０３－３２９６－４２３８

生田キャンパス（理工・農） ０４４－９３４－７９０３　

※Ｅメールでの求人お申し込みは，ご遠慮くださいますよう，お願い申し上げます。

●貴社様式の求人票でもお申し込みいただけます。その場合は，下記事項が記載されたものでお願

い致します。

①業務の内容および募集職種，採用予定人数

②募集学部・学科（技術系は，募集学科と各学科の職種を必ず明記してください。）

③労働条件および待遇（特に，契約社員・派遣社員等の募集の場合は必ず明記してください。）

④応募方法

⑤申し込み締切日および採用試験等日時

※合併，社名変更などの場合は，必ず旧社名もお書き添えください。

●関連資料の添付について

（1）会社案内，ＣＳＲ・環境報告書，サスティナビリティーレポートほか

作成されている場合は，必ずご送付ください。また，貴社のホームページを公開している場

合は，求人票にＵＲＬをご記入ください。

（2）本学出身者名簿

貴社の差し支えない範囲で，ご氏名・卒業年月・学部・学科・所属部署等を載せた名簿を

ご送付ください。（本学学生への開示の有無）

なお，ご送付いただいた本学出身在籍者名簿は，校規に基づき，本学内で厳重に管理し，本

学学生がＯＢ・ＯＧ訪問を準備する際の参考資料として個別に開示したり，卒業生現況調査の

一助として利用することがあります。

（3）採用内定通知（採用活動終了後）

自由応募・学校推薦等の別にかかわらず，学生本人および就職・キャリア形成支援事務室へ

お知らせください。

（4）セミナー・会社説明会告知ポスター等は，Ａ４判，縦サイズでご送付ください。

求人のお申し込みに関するお願い
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小田急線生田駅 

丸ノ内線御茶ノ水駅 

神田川 

至 池袋 

至 新宿 

至 新宿 

ニコライ堂● 
本
郷
通
り 

明
大
通
り 

靖国通り 

五反田川 

●マクドナルド 

スーパー● 

東亜商事● 

三井住友 
銀行 

　　　　● 
生
田
大
橋 

聖
橋 

御
茶
ノ
水
橋 

千
代
田
線
新
御
茶
ノ
水
駅 

三
田
線 

神保町駅 
新宿線 半蔵門線 

Ｂ１出口 

Ｂ５出口 
Ａ５出口 

ＪＲ御茶ノ水駅 

駿 河 台  
キャンパス 

生　　田 
キャンパス 

踏切 踏切 

http://www.meiji.ac.jp/shushoku/index.html

─ 求人申し込み受付時間 ─ 

区　　分 

 

担当部署 

 

受付時間
 

 

夏季休業期間
 

 

冬季休業期間 

文系学部・大学院 

 

就職・キャリア形成支援グループ 

（駿河台キャンパス） 

理工学部・農学部・大学院 

 

生田就職・キャリア形成支援グループ 

（生田キャンパス） 

 

 

8月1日（土）～9月19日（土） 

上記期間のうち土・日曜及び一斉休暇日は休業します。 

12月26日（土）～1月7日（木）は休業します。 

教育支援部 就職・キャリア形成支援事務室 

※詳細につきましては，就職・キャリア形成支援事務室までお問い合わせください。 

〒214-8571 神奈川県川崎市多摩区東三田1-1-1 
TEL 044-934 -7583～5 　FAX 044-934 -7903 
中央校舎１階 
 
■小田急線／生田駅南口下車徒歩10分 

文系学部・大学院／ 
　　　　　　就職・キャリア形成支援グループ 

理工学部・農学部・大学院／ 
　　　　生田就職・キャリア形成支援グループ 

明治大学 教育支援部 就職・キャリア形成支援事務室 案内 

N

N

〒101-8301  東京都千代田区神田駿河台１-１ 
TEL 03-3296-4231～3 　FAX 03-3296-4238 
大学会館２階 
 
■JR中央線，地下鉄丸ノ内線／御茶ノ水駅下車徒歩3分 
■地下鉄千代田線／新御茶ノ水駅下車徒歩5分 
■地下鉄三田線・新宿線・半蔵門線／神保町駅徒歩5分 

（月～金） 9：00～17：00 （11:30～12:30 は休憩時間） 

（　土　） 8：30～12：00
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